
証券コード 3733
2020年１月８日

株 主 各 位
大阪市淀川区西宮原二丁目６番１号

　

株式会社ソフトウェア・サービス
　

代表取締役会長 宮 崎 勝
　

第51回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年１月23日（木曜日）午後６

時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2020年１月24日（金曜日）午前11時

２．場 所 大阪市淀川区西宮原二丁目６番１号

当社本店ビル １階

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第51期（2018年11月１日から2019年10月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。
２．株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.softs.co.jp）に掲載させていた
だきます。
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(提供書面)

事 業 報 告

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

　

１．会社の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、米中貿易摩擦や英国のEU離脱を巡る展開

等の地政学的リスク等により不確実性が高まり、海外経済の減速の影響が続く

ものの、国内需要への波及は限定的となり、基調としては緩やかな回復基調で

推移しました。一方で、今年10月の消費税率の引き上げによる個人消費への影

響等、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当社が属する医療業界におきましては、「人生100年時代」を見据え、国の政

策目標として「健康寿命の延伸」に向けて、引き続き効率的かつ質の高い医療

提供体制を構築するとともに、医療費・介護費の伸びを適正化する方向で進め

られております。また、医療機関におきましては、「地域医療構想」による病床

の機能分化、医療・介護の連携への取り組みが求められており、住み慣れた地

域で住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケ

アシステム」の構築も実現に向けて進められてきました。

これらを実現するには、基盤となる医療情報システムが必要不可欠であり、

今後も更なる普及が期待されます。医療情報システム市場におきましては、大

規模病院で一定数の導入が進んだ中、中小病院での導入も進んでおり、普及率

が年々高まってきております。また、既に医療情報システムを導入している医

療機関等でのリプレイス市場も活発化しており、引き続き医療情報システム市

場における有力ベンダー数社間の競争は激しさを増しております。

このような事業環境の下、当社は電子カルテシステムをはじめとする医療情

報システムの開発・販売・導入・保守を中心に事業展開し、顧客満足度の向上

に努めてまいりました。また、経営体制としましては、コーポレートガバナン

ス体制を強化するため取締役を４名から６名に増員いたしました。さらに、東

京を中心とする関東圏や東日本地域の新規ユーザー獲得および既存ユーザーへ
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の取引深耕により、収益基盤の強化、成長機会の拡大を目指すため、新東京支

社の建設用地として土地を取得いたしました。

以上を踏まえて、今期につきましては、大型案件の受注や消費税増税前の駆

け込み需要もあったことから、売上高、利益とも前年同期比で増収増益となり

ました。

この結果、売上高は22,353百万円（前年同期比27.2％増）、受注高は17,382百

万円（同31.8％増）、受注残高は5,107百万円（同11.3％増）となり、利益面に

おきましては営業利益3,868百万円（同7.3％増）、経常利益3,905百万円（同6.8

％増）、当期純利益2,702百万円（同6.8％増）となりました。

部門別の事業の状況

品目別販売実績

品 目 金 額 構 成 比

千円 ％

ソ フ ト ウ ェ ア 7,452,188 33.3

ハ ー ド ウ ェ ア 9,412,501 42.1

保 守 サ ー ビ ス 5,488,866 24.6

合 計 22,353,557 100.0

② 設備投資の状況

当事業年度は、9,249百万円の設備投資を行いました。その主なものは、新東

京支社建設用地としての土地取得等にかかるものであります。

なお、所要資金につきましては、すべて自己資金にて充当いたしました。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第48期

2015年11月１日から
2016年10月31日まで

第49期
2016年11月１日から
2017年10月31日まで

第50期
2017年11月１日から
2018年10月31日まで

第51期
(当事業年度)

2018年11月１日から
2019年10月31日まで

売 上 高(千円) 17,725,549 14,617,413 17,572,586 22,353,557

経 常 利 益(千円) 2,888,759 2,654,386 3,657,788 3,905,950

当 期 純 利 益(千円) 1,913,010 1,885,428 2,531,150 2,702,743

１株当たり当期純利益（円） 359.28 354.11 474.61 496.66

総 資 産(千円) 18,098,851 17,854,230 22,955,008 25,311,586

純 資 産(千円) 14,846,236 16,349,538 19,334,621 21,370,222

(注) １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）により算出し

ております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

記載すべき重要な子会社はありません。

(4) 対処すべき課題

医療業界におきましては、政府の主導のもと、「次世代医療基盤法」の施行、

「改正医療保険関連法」の成立によるマイナンバーカードの健康保険証利用が可能

となる仕組みの導入等、医療データの利活用基盤の環境整備が進められておりま

す。これらの実現には、基盤となる医療情報システムが必要不可欠であり、今後

も医療ＩＴ化の流れは継続するものと考えております。このような状況の中で、

当社が市場シェアを引き続き拡大しつつ、利益の獲得を達成するために、以下の

対処すべき課題に取り組む所存であります。

① 自社システムの販売強化・サービス拡充

当社は主力製品である電子カルテシステムとオーダリングシステムだけではな

く、医療機関における様々な部門の業務支援を行うサブ（部門）システムの開発

も行っております。引き続き、現場のニーズを捉え、多くの専門職の要望を満た

すために、ラインナップの拡充を図り、より品質の高い製品を提供してまいりま

す。また、「地域包括ケアシステム」等による医療・介護の変化に合わせたシステ

ムを開発・提供し続ける所存であります。以上の取り組みを通じ、新規ユーザー
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を獲得すると同時に、既存ユーザーにも継続して利用していただき、ストック型

収益の確保・拡大に取り組んでまいります。

② システム技術・品質の向上

当社の主力製品である電子カルテシステムとオーダリングシステム等の開発・

改良・機能拡充だけではなく、ＩＣＴ、ＡＩやビッグデータ等の先進技術に対応

するべく、研究開発も継続して行っております。

また、品質管理を専門とする部署を設置し、システムの機能・品質の向上を図り、

時代のニーズに即したシステム開発を進めてまいります。

③ 顧客との関係強化

システム導入後の既存ユーザーに対しても営業的フォローを継続し、有意義な

情報発信及び情報収集を通じて、より緊密な関係を構築してまいります。この活

動を通して、リプレイスの要望や当社システム・サービスへの新たなニーズを的

確に捉え、ユーザーと共存共栄の関係構築を目指してまいります。

今後、医療機関におきましては、その地域特性に合わせた病院・病床機能の役

割決めや、医療・介護の連携、在宅医療の推進等、新しい医療介護の在り方や取

り組みが求められるようになると考えられます。その中で、当社はユーザーの良

きパートナーとして、システムの提供を通して医療の効率化や品質向上、地域連

携の実現等をサポートしてまいります。

④ システム導入の効率化

当社の主力製品である電子カルテシステムの稼働までには約４～６ヶ月間を要

し、その期間当社エンジニアがユーザーである病院へ常駐し導入作業を行い、シ

ステムの稼働をもって検収するというビジネスモデルとなっております。導入作

業を標準化・効率化することで、導入作業の負荷・工数削減とコストコントロー

ルに繋げてまいります。

⑤ 人材の増強及び継続的な教育

当社は開発から販売・導入・保守をすべて一貫して自社で行うため、人材の増

強の成否が当社事業の拡大に大きな影響を及ぼします。継続して技術・業務知識

習得できる優秀な人材を確保するべく、新卒者の採用を中心に、適宜キャリア採

用も行いながら、ＯＪＴと組み合わせた体系的な社内教育プログラムを構築して

いくことで各社員の能力向上を図ってまいります。
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(5) 主要な事業内容（2019年10月31日現在)

当社は、医療機関（主として病院）向けに各種アプリケーション・ソフトウェ

アの開発・販売・導入・保守等を行っております。
　

(6) 主要な営業所（2019年10月31日現在)

本店ビル 大阪府大阪市淀川区西宮原二丁目６番１号

東京オフィス 東京都港区浜松町一丁目24番８号 オリックス浜松町ビル６階
九州ブランチ 熊本県熊本市中央区辛島町３番20号 NBF熊本ビル１階

沖縄ブランチ 沖縄県那覇市おもろまち一丁目１番12号
那覇新都心センタービル８階

(7) 従業員の状況（2019年10月31日現在)
　

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,325名 （増）66名 31.3歳 6.6年

(注) １．上記従業員数は、就業人員であります。

　 ２．従業員数増加の内訳は、主に定期採用による新卒者であります。

(8) 主要な借入先の状況（2019年10月31日現在)

該当事項はありません。
　

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項(2019年10月31日現在)

(1) 発行可能株式総数 21,952,000株

(2) 発行済株式の総数 5,488,000株

(3) 株主数 2,067名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

宮 崎 勝 1,600,000株 29.41％

公益財団法人夢＆環境支援宮崎記念基金 800,000 14.71

シップヘルスケアホールディングス株式会社 560,000 10.29

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．
(ＡＶＦＣ) ＲＥ ＦＩＤＥＬＩＴＹ
ＦＵＮＤＳ

333,000 6.12

ＢＮＹＭ ＡＳ ＡＧＴ／ＣＬＴＳ
１０ＰＥＲＣＥＮＴ

253,087 4.65

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ
ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５２２４

184,000 3.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 86,700 1.59

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ
ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ

78,038 1.43

津 野 紀 代 志 70,130 1.29

株 式 会 社 東 計 電 算 68,600 1.26

(注) １．上記のほか、自己株式を48,369株保有しております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2019年10月31日現在)

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 宮 崎 勝

取 締 役 社 長 大 谷 明 広

取 締 役 伊 藤 純一郎 経 営 管 理 部 長

取 締 役 松 本 泰 明 技 術 営 業 部 長

取 締 役 田 村 光 顧 客 支 援 部 長

取 締 役 菅 野 真 弘 第一システム部長 兼 インフラソリューション部長

常 勤 監 査 役 中 村 篤 人

監 査 役 津 野 紀代志 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士

監 査 役 前 川 宗 夫 弁 護 士

(注) １．取締役松本泰明、同田村光、同菅野真弘の各氏は、2019年１月25日開催の第50回定時株主
総会において新たに取締役に選任され就任いたしました。

２．監査役中村篤人、同前川宗夫の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役前川宗夫氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。
４．監査役津野紀代志氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
・監査役津野紀代志氏は、公認会計士の資格を有しております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

報酬等の総額
基 本 報 酬

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

取 締 役
（うち社外取締役）

7名
(-)

68,400千円
(-)

392千円
(-)

68,792千円
(-)

監 査 役
（うち社外監査役）

3
(2)

16,050
(12,450)

528
(352)

16,578
(12,802)

　 計 10 84,450 921 85,371

(注) １．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2001年７月25日開催の第32回定時株主総会において年額100,000千

円以内と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、2003年７月28日開催の第34回定時株主総会において年額40,000千

円以内と決議いただいております。
４．2019年１月25日開催の第50回定時株主総会において、従来の報酬等とは別枠として、取締

役に対して年額20,000千円以内、監査役に対して年額10,000千円以内として譲渡制限付株
式報酬制度の導入を決議いただいております。
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(3) 社外役員等に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役前川宗夫氏は、当社と顧問契約を締結している大阪梅田法律事務所の

弁護士ですが、当社が当事務所に支払う顧問報酬は、当社及び同事務所それぞ

れの年間売上高に対し僅少であり、当社との間には特別の利害関係はありませ

ん。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

監査役 中村 篤人

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回、監査役会13回
のうち13回に出席し、必要に応じ、医療業界に関する専門
的な知識と豊富な職務経験に基づき発言を行っておりま
す。

監査役 前川 宗夫
当事業年度開催の取締役会13回のうち12回、監査役会13回
のうち13回に出席し、主に弁護士としての専門的な見地か
らの発言を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額を限度としております。

④ 社外取締役を置くことが相当でない理由

当社といたしましては、ガバナンス体制の強化の観点から社外取締役を置く
ことの有用性は認識しておりますが、社外監査役２名を含む３名の監査役によ
る牽制機能が有効に機能しており、また、現場を熟知した取締役の相互監視に
よる実効性のある監督が行われております。

そのような中、当社を取り巻く環境及び業界に精通していない社外取締役を
選任することは、迅速かつ的確な意思決定の欠如並びに費用対効果の観点から
適切とは考えておりません。ただ、当社といたしましても、社外取締役の有用
性については認識しておりますので、社外取締役の選任には妥協することなく、
最適な人物の確保に向けて引き続き検討してまいります。
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2）会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 19,500千円

当社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 19,500

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、会計監査の遂行状況及び報酬見積もりの算定根拠などが適切であるかどうかについて

必要な検証を行い、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同

意を行っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とする

ことといたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．「業務の適正を確保するための体制」及び「業務の適正を確保するた

めの体制」の運用状況

(1) 「業務の適正を確保するための体制」についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会

社法第362条第４項第６号）

・取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に関す

る重要な事項を決定する。

・取締役会は、内部統制の基本方針を決定し、取締役が、適切に内部統制システ

ムを構築・運用し、それに従い職務執行しているかを監督する。

・取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に業務執行の

監督を行っている。

・取締役は、各監査役が監査役会で定めた監査方針・計画のもと、監査を受け

る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則

第100条第１項第１号）

株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報について

は、法令及び「文書管理規程」「稟議規程」等の関連規程に従い、適切に記録

し、定められた期間保存する。また、その他関連規程は、必要に応じて適時見

直し等の改善をする。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施

行規則第100条第１項第３号）

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営

に関することを「取締役会規程」に定めるとともに、取締役会を月１回開催す

るほか、必要に応じて臨時開催する。

・取締役は、ＩＴを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情報

把握に努める。
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④ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会

社法施行規則第100条第１項第４号）

・代表取締役は、経営管理部長をコンプライアンス管理の総括責任者として任命

し、コンプライアンス委員会を設置させる。コンプライアンス委員会は、リス

ク管理委員会と連携して、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を継

続的に行える体制を推進・維持する。

・万が一、コンプライアンスに関する事態が発生した場合は、コンプライアンス

委員会を中心に、代表取締役、取締役会、監査役会、顧問弁護士に報告される

体制を構築する。

・取締役及び使用人がコンプライアンスの徹底を実践できるように「行動規範」

を定める。

・当社は、コンプライアンスの違反やその恐れがある場合に、業務上の報告経路

のほか、社内外（常勤監査役・内部監査担当・弁護士）に匿名で相談・申告で

きる「よろず相談窓口」を設置し、事態の迅速な把握と是正に努める。

⑤ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第１項

第２号）

・代表取締役は、内部監査室長をリスク管理の総括責任者として任命し、リスク

管理委員会を設置させる。リスク管理委員会は、全社的なリスクの把握とその

評価及び対応策の策定を行い、各担当取締役及び各部長と連携しながら、リス

クを最小限に抑える体制を構築する。

・リスク管理を円滑にするために、リスク管理規程等社内の規程を整備し、リス

クに関する意識の浸透、早期発見、未然防止、緊急事態発生時の対応等を定め

る。

⑥ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制（会社法施行規則

第100条第１項第５号）

「関係会社管理規程」に基づき、関係会社の管理は、経営管理部長が統括し、

毎月、職務執行のモニタリングを行い、必要に応じて取締役会への報告を行う

ことにより、関係会社の損失の危険の管理並びに業務の適正かつ効率的な運用

の確保を図る。
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⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項、その使用人の取締役からの独立性に関する事項並びにその

使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則第100条第

３項第１号、会社法施行規則第100条第３項第２号、会社法施行規則第100条第

３項第３号）

・当社は、監査役の職務を補助する使用人は配置していないが、取締役会は監査

役会と必要に応じて協議を行い、当該使用人を任命及び配置することができ

る。

・補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたもの

とし、取締役の指揮命令は受けない。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制並びにその報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第

４号、会社法施行規則第100条第３項第５号）

・監査役は、取締役会以外にも幹部会議等の業務執行の重要な会議へ出席し、当

社における重要事項や損害を及ぼすおそれのある事実等について報告を受け

る。

・取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、その

他重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査

の実施状況、その他必要な重要事項を監査役に報告する。

・取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行

為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合、すみやかに、監査役に報

告する。

・上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受ける

ことがないよう規程を整備する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項（会社

法施行規則第100条第３項第６号）

監査役がその職務を執行するにあたり要する費用については原則会社が負担す

るものとする。
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⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施

行規則第100条第３項第７号）

・監査役会は、代表取締役と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実

施する。

・監査役は、会計監査人及び内部監査担当とも意見交換や情報交換を行い、連携

を保ちながら必要に応じて調査及び報告を求める。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・不法な要

求にも応じないことを基本方針とする。その旨を取締役及び使用人に周知徹底

するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生

時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体として速や

かに対処できる体制を整備する。

(2) 「業務の適正を確保するための体制」の運用状況

当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間（当事業年度の末

日から遡って１か年）における実施状況は次のとおりであります。

・取締役会を13回開催し、経営方針の策定等、経営に関する重要事項を決定し、

月次の経営業績を検討するとともに法令・定款等への適合性及び業務の適正性

の観点から審議いたしました。

・監査役会を13回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議へ

の出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等

の遵守について監査を行いました。

・コンプライアンス委員会を４回、リスク管理委員会を４回開催し、各担当取締

役及び各部長より、コンプライアンスの徹底、リスクの未然防止について全社

的な情報共有を行いました。

７．会社の支配に関する基本方針
記載すべき事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) １．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．本事業報告中の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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貸 借 対 照 表
(2019年10月31日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 9,680,770 流 動 負 債 3,941,363

現 金 及 び 預 金 4,582,592 買 掛 金 2,129,372

売 掛 金 3,181,866 未 払 金 585,613

有 価 証 券 997,140 未 払 費 用 122,601

商 品 285,410 未 払 法 人 税 等 611,657

仕 掛 品 345,583 未 払 消 費 税 等 232,845

前 払 費 用 222,478 前 受 金 218,720

そ の 他 68,861 預 り 金 40,553

貸 倒 引 当 金 △3,161

固 定 資 産 15,630,816 負 債 合 計 3,941,363

有 形 固 定 資 産 14,535,816 (純 資 産 の 部)

建 物 2,707,446 株 主 資 本 21,310,245

構 築 物 64,609 資 本 金 847,400

工 具 器 具 備 品 182,849 資 本 剰 余 金 1,907,391

土 地 11,558,910 資 本 準 備 金 1,010,800

建 設 仮 勘 定 22,000 その他資本剰余金 896,591

無 形 固 定 資 産 36,140 利 益 剰 余 金 18,630,564

借 地 権 644 利 益 準 備 金 11,735

ソ フ ト ウ ェ ア 35,092 その他利益剰余金 18,618,829

そ の 他 404 別 途 積 立 金 3,900,000

投資その他の資産 1,058,858 繰 越 利 益 剰 余 金 14,718,829

投 資 有 価 証 券 141,055 自 己 株 式 △75,111

関 係 会 社 株 式 20,000 評価・換算差額等 59,977

関係会社長期貸付金 34,855 その他有価証券評価差額金 59,977

長 期 前 払 費 用 456,398

繰 延 税 金 資 産 351,979

そ の 他 54,569 純 資 産 合 計 21,370,222

資 産 合 計 25,311,586 負 債 ・ 純 資 産 合 計 25,311,586

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 22,353,557

売 上 原 価 16,550,429

売 上 総 利 益 5,803,127

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,934,489

営 業 利 益 3,868,638

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,011

有 価 証 券 利 息 2,500

受 取 配 当 金 37,499

受 取 事 務 手 数 料 8,542

受 取 賃 貸 料 10,821

そ の 他 2,590 62,965

営 業 外 費 用

譲 渡 制 限 付 株 式 関 連 費 用 25,522

そ の 他 132 25,654

経 常 利 益 3,905,950

税 引 前 当 期 純 利 益 3,905,950

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,231,875

法 人 税 等 調 整 額 △28,668 1,203,206

当 期 純 利 益 2,702,743

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年11月１日から
2019年10月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 847,400 1,010,800 890,530 1,901,330 11,735 3,900,00012,696,51416,608,249

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △680,427 △680,427

当期純利益 2,702,743 2,702,743

自己株式の取得

自己株式の処分 6,061 6,061

株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

当期変動額合計 - - 6,061 6,061 - - 2,022,315 2,022,315

当 期 末 残 高 847,400 1,010,800 896,591 1,907,391 11,735 3,900,00014,718,82918,630,564

　
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △75,504 19,281,474 53,147 53,147 19,334,621

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △680,427 △680,427

当期純利益 2,702,743 2,702,743

自己株式の取得 △949 △949 △949

自己株式の処分 1,343 7,404 7,404

株主資本以外の
項目の当期変動額
(純額)

6,830 6,830 6,830

当期変動額合計 393 2,028,770 6,830 6,830 2,035,600

当 期 末 残 高 △75,111 21,310,245 59,977 59,977 21,370,222

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

(ⅰ)満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

(ⅱ)子会社株式 移動平均法による原価法

(ⅲ)その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

② たな卸資産

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性

の低下に基づいて簿価を切下げる方法）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性

の低下に基づいて簿価を切下げる方法）

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年

構築物 10年～45年

工具器具備品 ２年～20年

② 無形固定資産 定額法

なお、借地権については契約期間に基づく定額法によって

おります。また、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。
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(4) 収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる受注契約

進行基準（進捗率の見積りは原価比

例法)

② その他の受注契約 検収基準

　

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　
２．未適用の会計基準等に関する注記

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年3月30日）及び「収益認識に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年3月30日）

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識され

ます。

　 ステップ１：顧客との契約を識別する。

　 ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　 ステップ３：取引価格を算定する。

　 ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　 ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

当社は、当該会計基準等を2021年11月1日に開始する事業年度の期首から適用する予定でありま

す。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による影響は、評価中であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,360,082千円

(2) 国庫補助金の受入れにより、固定資産について直接

減額した圧縮記帳累計額
建物 9,806千円

(3) 関係会社に対する金銭債権 短期金銭債権 12,352千円

長期金銭債権 34,855千円

(4) 関係会社に対する金銭債務 短期金銭債務 6,611千円

　

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 営業取引 28,050千円

(2) 営業取引以外の取引高 49,037千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,488,000株 －株 －株 5,488,000株

　

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 44,578株 4,611株 820株 48,369株

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加4,611株は、譲渡制限付株式の無償取得4,515株及び単元

　 未満株式の買取による取得96株であります。

　 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少820株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

　 であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2019年１月25日開催の第50回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 680,427千円

・１株当たり配当額 125円（創業50周年記念配当50円を含む）

・基準日 2018年10月31日

・効力発生日 2019年１月28日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

・配当金の総額 489,566千円

・１株当たり配当額 90円

・基準日 2019年10月31日

・効力発生日 2020年１月27日
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 38,120千円

未払事業所税 870千円

貸倒引当金繰入超過額 967千円

前受金 12,606千円

未払金 126,525千円

減価償却費償却超過額 117,455千円

一括償却資産償却超過額 7,186千円

その他 56,844千円

繰延税金資産合計 360,577千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △8,598千円

繰延税金負債合計 △8,598千円

繰延税金資産の純額 351,979千円
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定しております。

売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿って与信管理を行いリスク低減を図ってお

ります。また、有価証券及び投資有価証券は投資信託及び満期保有目的債券であり、市場価格の変

動リスクに晒されており、それぞれ四半期ごとに時価の把握を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2019年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり

ます。
（単位：千円)

貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(1) 現金及び預金 4,582,592 4,582,592 -

(2) 売掛金 3,181,866 3,181,866 -

(3) 有価証券及び投資有価証券 1,138,195 1,138,095 △99

(4) 買掛金 (2,129,372) (2,129,372) -

(5) 未払金 (585,613) (585,613) -

(6) 未払法人税等 (611,657) (611,657) -

(7) 未払消費税等 (232,845) (232,845) -

(8) 預り金 (40,553) (40,553) -

(*) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

有価証券及び投資有価証券は投資信託及び満期保有目的債券であり、時価は取引金融機関が提供する時価情

報をもとにしております。

(4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等、(7) 未払消費税等及び(8) 預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注２) 関係会社株式に計上されている非上場株式（貸借対照表計上額20,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表

には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,928円62銭

(2) １株当たり当期純利益 496円66銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年12月９日

株式会社ソフトウェア・サービス

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 目 細 実 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 千 﨑 育 利 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソフトウェア・サービス
の2018年11月１日から2019年10月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2018年11月１日から2019年10月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと

おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業

務及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及び企業グループの業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役

及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説

明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役

等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検

討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の

作成時点において開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等及び有限責任監査法人

トーマツから受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年12月13日

株式会社ソフトウェア・サービス 監査役会

常勤社外監査役 中 村 篤 人 ㊞

監 査 役 津 野 紀代志 ㊞

社 外 監 査 役 前 川 宗 夫 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

第51期の期末配当につきましては、経営基盤の充実強化と、今後の事業展開のた

めの内部留保を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(１) 配当財産の種類

金銭といたします。

(２) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金90円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は489,566,790円となります。

(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年１月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役６名選任の件

取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

１
みや ざき まさる

宮 崎 勝
(1939年１月27日生)

1969年４月 当社設立とともに代表取締役社長
2019年１月 代表取締役会長（現任）

1,600,000株

２
おお たに あき ひろ

大 谷 明 広
(1964年11月13日生)

2002年10月 当社入社
2007年５月 技術営業部長
2007年７月 取締役・技術営業部長
2010年７月 取締役・技術営業部長 兼 顧客支

援部長
2012年11月 取締役
2013年１月 常務取締役
2015年１月 専務取締役
2019年１月 取締役社長（現任）

9,250株

３
い とう じゅんいちろう

伊 藤 純一郎
(1968年８月５日生)

2008年11月 当社入社
2010年７月 経営管理部長
2012年１月 取締役・経営管理部長
2012年11月 取締役・経営管理部長 兼 人財部

長

2015年２月 取締役・経営管理部長（現任）

7,440株

４
まつ もと やす あき

松 本 泰 明
(1970年４月30日生)

2009年12月 当社入社
2012年11月 技術営業部長
2014年８月 技術営業部長 兼 新規導入部長
2015年11月 技術営業部長
2019年１月 取締役・技術営業部長（現任）

335株

５
た むら あきら

田 村 光
(1973年７月17日生)

2002年10月 当社入社
2012年11月 顧客支援部長
2019年１月 取締役・顧客支援部長
2019年11月 取締役・顧客支援部長 兼 品質管

理推進室長（現任）

135株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

６
かん の まさ ひろ

菅 野 真 弘
(1978年11月４日生)

2001年３月 当社入社
2014年８月 基幹システム部長
2015年11月 基幹第一システム部長
2016年11月 システムソリューション部長
2017年11月 第一システム部長
2018年11月 第一システム部長 兼 インフラソ

リューション部長
2019年１月 取締役・第一システム部長 兼 イ

ンフラソリューション部長（現
任）

5,535株

(注) １. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 当社といたしましては、ガバナンス体制の強化の観点から社外取締役を置くことの有用性

は認識しておりますが、社外監査役２名を含む３名の監査役による牽制機能が有効に機能
しており、また、現場を熟知した取締役を置くことによって、相互監視による実効性のあ
る監督が行われております。そのような中、当社を取り巻く環境及び業界に精通していな
い社外取締役を選任することは、迅速かつ的確な意思決定の欠如並びに費用対効果の観点
から適切とは考えておりません。ただ当社といたしましても、社外取締役の有用性につい
ては認識しておりますので、選任には妥協することなく、最適な人物の確保に向けて引き
続き検討してまいります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役 津野紀代志氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

つ の き よ し

津 野 紀 代 志
(1940年３月１日生)

1962年４月 スターラバー工業株式会社入社

1964年４月 公認会計士近松正雄事務所入所

1969年４月 監査法人中央会計事務所入所

1972年４月 津野紀代志公認会計士事務所設立（所

長現任）

1973年６月 当社取締役

1977年６月 当社監査役

1980年４月 税理士登録

2000年６月 協同組合関西ブレインコンソーシアム

設立（理事長現任）

2001年７月 当社監査役退任

2002年10月 当社監査役（現任）

2010年９月 税理士法人津野・倉本会計事務所設立

（代表現任）

70,130株

(注) 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

2019年１月25日開催の第50回定時株主総会において補欠監査役に選任された松尾

吉洋氏の選任の効力は、本総会開始の時までとされておりますので、改めて、法令

に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願

いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

まつ お よし ひろ

松 尾 吉 洋
(1972年２月17日生)

2000年10月 大阪弁護士会弁護士登録

大阪梅田法律事務所入所（現任）
―株

(注) １. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 松尾吉洋氏は、社外監査役候補者であります。
３. 松尾吉洋氏は、当社と顧問契約を締結している大阪梅田法律事務所の弁護士です。当社が

当事務所に支払う顧問報酬は、当社及び同事務所それぞれの年間売上高に対し僅少であり、
大きな影響を与える取引関係にはありません。

４. 補欠の社外監査役候補者に関する特記事項は、以下のとおりであります。
(１) 補欠の社外監査役候補者とする理由について

松尾吉洋氏につきましては、弁護士として培われた法律知識を、社外監査役に就任され
た場合に当社の管理体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として選任をお願
いするものであります。

(２) 社外監査役として職務を適切に遂行できると判断する理由について
松尾吉洋氏は、直接、企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として法務に
精通し、また、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場にあることから、社外監
査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

(３) 社外監査役との責任限定契約について
当社は定款において、「会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に任務を
怠ったことによる損害賠償責任に関し、法令が規定する額を限度とする旨の契約を締結
することができる」旨を定めております。これにより、松尾吉洋氏が監査役に就任され
た場合には、社外監査役として当社との間で責任限定契約を締結する予定であります。

以 上
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会 場 大阪市淀川区西宮原二丁目６番１号

当社本店ビル １階

ＴＥＬ (06) 6350－7222
　

　

＜ＪＲ新大阪駅をご利用の場合＞
改札を出て、北口のエスカレーターを降り、地下鉄御堂筋線連絡口を直進
し、地下鉄御堂筋線新大阪駅の④番出口より順路に沿ってお越しください。

　

＜地下鉄御堂筋線新大阪駅をご利用の場合＞
地下鉄ホームのＡまたはＢ階段を降り、④番出口より順路に沿ってお越し
ください。

　

駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承の程お願い申しあげます。
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